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言うまでもなく，自殺は現代日本における最も深刻な社会問題の 1つである。

日本では自殺者数が 1998 年以降 2011 年まで 14 年連続で年間 3 万人を超えて

きた。つまり，その間，毎日およそ 90 人もの人々が自ら命を絶っているという

事態が続いてきたことになる。日本の自殺率は国際的に見ても高く，近年のデ

ータによると男性自殺率は経済協力開発機構（OECD）加盟国のなかで 3番目，

そして女性の自殺率は 2番目に高い。本書でも詳述していくが，自殺をしてし

まった人が仮に自殺をしなかった場合に平均的にどれくらいの年数生きること

ができたか，つまり自殺によって「失われた生存年数」を 2010 年時点のデータ

で計算すると，日本では 1 年間の自殺によって将来にわたり実に 85 万年分も

の人生が失われていることがわかる。

このような事態の解決に向けて，日本政府のみならず地方自治体や民間団体

によって，自殺を予防するためのさまざまな取組がこれまで行われてきた。

2006 年に自殺対策の基本的枠組みをまとめた「自殺対策基本法」が制定され，

それ以降，国を挙げた本格的な自殺対策が実施されてきた。また自殺に関する

学術研究も，主に精神医学や疫学，心理学などの分野において優れた研究成果

が蓄積されつつある。このような状況のもとで，経済学者・政治学者である筆

者らがあえて新たに自殺問題について研究をしてきたのは，従来の取組に加え

て，その背後にある社会・経済・政治的な要因に目を向けた社会科学的な視点

がより有効な手立ての設計・実施に資するという「確信」を持ったからである。

1つの例として，東北大学の北川章臣教授からご教示いただいた，『今昔物語

集』に収められている「御読経の僧が平茸にあたる話」という説話がある。

僧が平茸にあたって亡くなってしまったところ，左大臣が同情して手厚く葬

った。それを聞いた他の僧が一所懸命に平茸を食っている。「なぜそんな危な

いことをするのか」と聞いてみると，「手厚く葬ってもらいたくて平茸にあた

って死のうと思った」ということである。
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何百年も前の書物に，自殺の経済的インセンティブ（動機づけ）にかかわる記

述が残っていることに驚く。この説話は，自殺を抑止する鍵が人々のインセン

ティブにあり，そうしたインセンティブのいわば歪みを取り除くための政策が

重要であることを示唆している。

多くの場合，自殺への動機づけは，個人の問題にとどまらず，個人を取り巻

く経済状態や制度，あるいは人間関係によって強く影響を受けている。たとえ

ば，失業，倒産，連帯保証人問題などによる経済的困窮は，自殺の直接的ある

いは間接的な原因として，しばしば取り上げられてきた。さらに，自殺の直接

的な原因として挙げられることの多いうつ病などの精神疾患の背後にも，社会

経済的問題が潜んでいる可能性が高い。したがって，自殺にかかわる一連の問

題と有効な自殺対策のあり方は，人々が自殺に追い込まれてしまうような社会

経済環境についての慎重な実態把握なくして議論はできないだろう。

また，社会経済環境と自殺の原因・動機に密接な関係があるのであれば，そ

れは社会の構成員すべてが，程度の差こそあれ，潜在的な自殺のリスクを抱え

ていることを意味する。たとえば，失業や倒産は誰でも直面するかもしれない

問題である。経済的困窮などの社会経済にかかわる問題を直接・間接の原因と

する自殺のリスクとまったく無関係の人はいないであろう。つまり，自殺はう

つ病などの精神疾患を抱えている人たちのみの問題ではなく，誰もが当事者と

して真剣に考慮すべき重要な社会的問題なのである。さらに，社会経済的要因

が自殺の背後にあるということは，政策介入によって人々を取り巻く社会経済

環境を少しでも改善することが，国民全体の自殺リスクを軽減することにつな

がりうるということでもある。

このような考えのもとで，本書では「個人の問題としての自殺」という見方

を超えて，自殺とは「社会的あるいは経済的な背景やそのメカニズムの解明と，

社会全体への介入を必要とする政策課題」であることを，徹底した実態把握に

よるエビデンス（科学的根拠）に基づいて論じていく。自殺に対する政策介入は

なぜ必要なのか，どのような社会経済環境が自殺を引き起こすのか，そしてど

のような介入が効果的なのかを，先行研究や筆者らが独自に行った統計分析に

基づいてさまざまな角度から検討する。

本書は，自殺問題にかかわる研究者のみならず，自殺対策の現場や実務にか
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かわっておられる政府の政策担当者・地方自治体職員や民間団体職員の方々，

またより広くこの問題解決にかかわっている，あるいはかかわろうとされてい

る一般の読者の方々を対象として，筆者らが近年報告してきた学術研究の中身

を大幅に増補し，対策につながりうるエビデンスを中心として書き下ろされて

いる。そのため，統計分析の具体的な方法についてなどのややテクニカルな議

論は本文で言及することを避け，各章末に置いた補論で述べることにした。そ

うすることで，本文のみお読みいただければ，筆者らの知見が一貫して理解で

きるような構成を心掛けたつもりである。

とはいえ，本書の分析内容からもわかるように，エビデンスの蓄積はまだ緒

に就いたばかりであり，自殺問題の氷山の一角に光を当てたばかりという感が

ある。今後こうした方向性をさらに推進・加速する必要がある。本書が仮にそ

うした流れの一助になったとすれば幸いである。また，いじめに起因する自殺

や就職活動に関連する自殺など，本書では分析できなかった深刻な問題も山積

している。今後もエビデンスに基づいた自殺対策をより広く推し進めなければ

ならないであろう。

＊ ＊ ＊

本書は，筆者らの共同研究者をはじめ，数多くの方々から多くのご協力・ご

薫陶を得たことの賜物でもある。すべての方々のお名前を列挙することは困難

であるが，少なくとも以下の方々には記して御礼を申し上げたい。

まず，澤田の研究については，平成 15〜19 年度東京大学大学院経済学研究科

21世紀 COE「市場経済と非市場機構との連関研究拠点」の一環として立ち上

げた Studies on Suicide（SOS）プロジェクトの成果に多くを負っている。研究

に対して多大な支援をいただいた同 COE拠点の吉川洋リーダー（当時），岩井

克人リーダー補佐（当時），また SOS プロジェクトメンバーである Joe Chen

（現・台湾政治大学），Yun Choi（現・韓国延世大学），菅野早紀（東京大学），森浩太

（イェール大学）の諸氏に深く感謝したい。NPO法人ライフリンクを中心に組織

された「自殺実態解析プロジェクトチーム」における議論からも多くのことを

学んだ。同代表清水康之氏をはじめ，メンバーの方々に記して感謝したい。内

閣府自殺対策推進室の方々には，自殺対策の現場の課題や政策のあり方につい
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てさまざまなご教示をいただいた。また，データ等へのアクセスについては，

それぞれ客員研究員として研究活動を行わせていただいた内閣府経済社会総合

研究所，国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所自殺予防総合対策セ

ンターにお世話になった。心より感謝を申し上げたい。とくに，内閣府経済社

会総合研究所の岩田一政所長（当時）には，貴重な研究指導と𠮟咤激励をいただ

いた。深く御礼を申し上げたい。また，本書に含まれている諸研究作成の過程

において，数多くの方々から詳細なコメントをいただいた。また本書にかかわ

る研究の一部は，日本学術振興会の最先端・次世代研究開発支援プログラム

「日本と世界における貧困リスク問題に関するエビデンスに基づいた先端的学

際政策研究」，野村財団，サントリー文化財団の支援を受けて行われたものであ

る。深く感謝したい。

上田は，内閣府経済社会総合研究所の旧・自殺分析班の一員として，2010 年

度より警察庁提供の自殺統計の集計・分析にあたってきた。市川正樹氏（現・大

和総研）や桑原進氏をはじめとする研究官室の皆様からは貴重なご指導を数多

く頂戴したことを記して心からの謝意を表したい。同分析班の元メンバーであ

る森浩太氏（イェール大学）からは日頃のディスカッションを通じて多くのこと

を学んだ。また，自殺統計の集計作業が内閣府自殺対策推進室に移行するまで

同分析班をさまざまな側面からサポートしてくださった川原健太郎氏（現・荒川

区自治総合研究所）にも御礼を申し上げたい。自殺対策の現場については内閣府

で開催された自殺関連の会議に出席することや，地方自治体の自殺対策担当の

方から業務について伺うことによって学ぶことが多かった。さらに，内閣府自

殺対策推進室の皆様には自殺統計の集計作業だけでなく，本書の作成に際して

もインタビューにご協力いただくなど，大変お世話になった。とくに，同室の

参事官補佐（当時）の萩原玲子氏にはさまざまなご支援をいただいたことを記

して御礼を申し上げたい。なお，当然ながら本書の見解は内閣府のものではな

く，筆者ら個人のものである。

また，日本の自殺対策の実際の運用と成果をまとめた第 6 章の執筆に際して，

自殺対策を担当しておられる地方自治体関係者の方々からお話を伺った。名古

屋市健康福祉局障害福祉部障害企画課の皆様，栗原市市民生活部社会福祉課の

皆様に感謝を申し上げたい。お名前を挙げることは控えるものの，他にも複数
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の自治体の自殺対策主管課の方々からお話を伺うことができた。多忙ななか，

快くお時間を割いてくださった皆様には御礼を申し上げたい。さらには，同章

で使用した都道府県における自殺対策関連事業費に関するデータを提供してく

ださった北海道，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，�城県，栃木県，埼玉県，

神奈川県，新潟県，富山県，石川県，福井県，山梨県，岐阜県，静岡県，愛知

県，三重県，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県，鳥取県，

島根県，岡山県，広島県，山口県，香川県，愛媛県，福岡県，熊本県，大分県，

鹿児島県，沖縄県のご担当者の方々にも心より謝意を表したい。加えて，一部

の政令指定都市の自殺対策主管課の方々からも同様のデータをご提供いただい

たものの，最終的な分析に含めることができなかったことをお詫び申し上げる

とともに，迅速にご協力いただいたことに御礼を申し上げたい。首都圏の鉄道

会社からは駅における人身事故と青色灯の設置状況についてのデータをご提供

いただいただけでなく，人身事故や輸送安全に関連する貴重なお話も伺った。

自殺者を 1人でも減らそうと日々取り組んでいらっしゃる方々のご尽力に深

く敬意を表するとともに，本書の執筆にご協力いただいた皆様に改めて心より

御礼を申し上げたい。

最後に，有斐閣書籍編集第 2部の尾崎大輔氏には，本書の企画段階から原稿

の完成，出版に至る全プロセスにおいてほぼすべてのミーティングに参加して

いただき，共同執筆者とも言うべき有益なコメントとフィードバックを数多く

頂戴した。本書が読者にとって少しでも読みやすくなっているとすれば，それ

は尾崎氏のおかげである。しかしながら，言うまでもなくありうべき誤りは筆

者らの責任である。

2013 年 5月

筆 者 一 同
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1 問題提起：いま，自殺を問い直す意義

近年，多くの国で自殺は大きな社会問題となっている。世界保健機関

（WHO）の統計によると，世界で 1日約 3000 人，30 秒に 1人が自ら命を絶って

いる1。また，過去 45 年間で世界の自殺率は 60％も増加しており，自殺の問題

は時間を経るごとにより深刻化している2。いくつかの国では自殺は若年層の

死因のうち最大部分を占めており，より深刻な問題となっている。一方で，高

齢者層の自殺率は過去何十年にもわたり高い傾向にある。

とくに日本では自殺者数が年間 3万人を超える事態が 1998 年以降 2011 年ま

で続いてきた。警察庁の自殺統計によると，2012 年には自殺者数は 15 年ぶり

に 2 万 7766 人となり 3 万人を割り込んだが，依然高い水準にあることには変

わりがない。図序-1 は警察庁が発表している 1980 年以降の自殺件数，図序-2

は自殺率（10 万人当たり）を時系列にまとめたものである3。図中で実線は総件

数と総自殺率，破線は男女別の自殺件数と自殺率を示している。この図から，

1 http://www.who.int/mediacentre/events/annual/world_suicide_prevention_day/en/

index.html

2 http://www.who.int/mental_health/prevention/suicide/suicideprevent/en/index.html

3 政府統計などでは「自殺死亡率」とも表記されることもあるが，本書では「自殺率」と

統一して用いる。また，自殺率は 10 万人当たりとして表記する。つまり，自殺率は各年の

（当該地域における）自殺者の総数を該当年の人口で割り，10 万人を掛けることにより求

めることができる。

政策課題としての自殺対策
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自殺件数と自殺率が増加傾向にあること，とくに 1997 年から 98 年にかけて急

増し，それ以来 14 年連続で年間 3 万人もの人々が自殺してきたことが見てと

れる。つまり，14 年間，毎日およそ 90 人もの人々が自殺しているということ

になる。また，男性の自殺が数のうえで大きな割合を占めていることも大きな

特徴の 1つである。たとえば，2013 年 1 月の警察庁の発表（暫定値）によると，

2012 年の日本の全自殺者数は，2万 7766 人で，うち男性が 1万 9216 人を占め

2 序章 政策課題としての自殺対策

（出所） データは警察庁発表の自殺統計に基づく。

図序-1 自殺件数の推移

図序-2 自殺率の推移

（出所） データは警察庁発表の自殺統計に基づく。



ている。

経済状況が比較的類似している他の OECD（Organisation of Economic Co-

operation and Development，経済協力開発機構）加盟国と比較しても，日本の自殺

率は高い。2009 年以降のデータによると，日本の総自殺率は全 34 カ国中で韓

国，ハンガリーについで 3番目に位置づけられている。また，男女別に自殺率

を分けた場合，男性自殺率はOECD諸国のなかで 3番目，そして女性の自殺率

は 2番目に高い（より詳しくは第 2章参照）。

このように，自殺は現代日本を特徴づける深刻な社会的問題であるといえる

が，そもそも自殺は社会が全体で取り組むべき政策課題だといえるのだろうか。

個人の自殺を社会全体で防止しようとする根拠はどこにあるのだろう。日本で

は伝統的に切腹や自決が行われていたという歴史もあり，自殺を容認・肯定す

るような見方もある4。また，歴史的に見ても自殺は個人の自由であり，個人の

意思に委ねられるとする考え方も根強い5。さらに，現代においても自殺は精

神疾患などを直接的な原因とした個人の問題であるという認識も根強く，自殺

にいたる社会経済的な背景や原因，そして精神疾患や自殺に対する社会全体で

の取組については，最近まで本格的な議論がなされてこなかった。

本書は，このような「個人の問題としての自殺」という立場から離れ，自殺

とは社会的あるいは経済的な背景やメカニズムの解明と社会全体での政策介入

を必要とする政策課題であることを，エビデンス（科学的根拠）に基づいて論じ

る。政策介入による自殺防止の根拠については第 1章以降で詳しく議論してい

くが，ここではその根拠をいくつかを挙げたい。

まず，自殺者数や自殺率の増加は社会の健康状態や生活の質が悪化している

1つの現れであるといえることだ。国民の幸福を一定程度維持することが政府

の役割であると考えるのであれば，自殺の増加は対策を要する重要な政策課題

であるといえる。

1 問 題 提 起 3

4 新渡戸稲造『武士道』第 12 章「自殺および復仇の制度」などがその代表であるといえ

る。

5 たとえば，16〜17 世紀の詩人ジョン・ダンによる，ヨーロッパ最初の自殺弁護論がそう

した考え方の代表である。



また第 2 章で詳しく述べるが，自殺が大きな負の外部性や社会的費用を伴う

ものであれば，経済学の観点からも自殺対策は重要な政策課題となる。自殺に

よって家族を失った遺族の経済的・精神的負担は計り知れない。インターネッ

トによる自殺手法の共有や，政治家や芸能人など著名人の自殺をきっかけとし

た自殺は，自殺が個人や家族の枠を越えてより広範囲に悪影響をもたらす可能

性があることを示している。さらに，日常的に発生する鉄道人身事故は，鉄道会

社や鉄道利用者の経済活動に大きな悪影響を与えている。また，約 3 万人もの

人々が自殺することによって失われる経済活動の損失は莫大なものになりうる。

自殺対策が重要な政策課題であるという立場をとるのであれば，次に考えな

ければならないのはどのような政策介入が望ましいか，そして望ましい政策を

どう実現するかということであり，政治学の観点が重要になってくるというこ

とである。これまで北欧諸国，アメリカ，オーストラリア，イギリスなどで自

殺を削減するための大規模な国家レベルの自殺予防プログラムが導入されてき

た。また，日本においても 2006 年に自殺対策基本法が制定され，国を挙げて自

殺対策を推進することとなった。従来，自殺はうつ病など精神疾患の結果とし

て引き起こされると考えられてきたため，主に精神医療の観点から，自殺がな

ぜ起こるのかを解明する研究が多く行われ（Mann et al. 2005），それに基づいた

自殺防止へのさまざまな対策が取り組まれてきた。しかしながら，自殺実態対

策プロジェクトチーム（2008）や近年の研究が指摘するように，多くの場合，自

殺や精神疾患の主要因の 1つは不景気などによる経済的困窮（economic insecur-

ity）であり（Catalano 1991），貧困層ほどそうした状況に追い込まれる可能性が

高い（Dominitz &Manski 1997）。とりわけ失業がうつ病に結びつくことは，さま

ざまな国のデータを用いた多くの実証研究で見出されている（Paul & Moser

2009; Dooley, Catalano & Wilson 1994; Jin, Shah & Svoboda 1995; Frese & Mohr 1987;

Vinokur, Price & Caplan 1996）6。とはいえ，精神疾患をもたらす社会的背景にま

で直接踏み込んだ自殺原因が注目されることは，これまであまりなかった。

また，これまで日本においてさまざまな自殺対策が行われてきたが，そもそ

もそうした対策がエビデンスに基づいたものであったかどうかははなはだ疑問

4 序章 政策課題としての自殺対策

6 また，失業と幸福度の間には負の関係があることが多くの国の実証研究結果からわかっ

ている（大竹・白石・筒井 2010）。



である。さらに，実施された政策が自殺予防にどの程度効果があったかを，デ

ータに基づいて緻密に評価・検証し，政策改善を目指す作業が行われてきたと

は必ずしもいえない。エビデンスに基づいた自殺対策を行うためには，そもそ

も自殺に関する基礎研究の環境を整えることが必要であるが，現時点では自殺

に関する研究には改善可能なさまざまな制約がある。たとえば，日本には厚生

労働省の人口動態統計，および警察庁の自殺統計原票など自殺死亡者について

の詳細なデータが存在するにもかかわらず，両者とも研究者によるアクセスは

厳しく制限されている（日本における自殺統計の概要に関して，詳しくは章末の補論

〔10頁〕を参照されたい）。本書では，自殺予防政策においては，エビデンスに基

づきつつ，効果があると認められる施策をより積極的に実施する必要があるこ

と，そしてその前提として質の高いエビデンスの蓄積，すなわち政策の効果を

事後的に検証する取組が不可欠であること，さらには，そうしたエビデンスを

蓄積するための研究を推進していくことの重要性を論じる。

2 本書の目的

これまでの日本における自殺研究は，①社会学的・心理学的研究，②疫学的

研究，③医学的研究の 3つに大別することができる（本橋・渡辺 2005；石井 2003）。

第 1の社会学的研究においては，『自殺論』を著したエミール・デュルケームの

流れから，自殺が個人と社会との関係性のなかで生み出されるという視点で研

究がなされている。また，密接に関連するアプローチとして，社会心理学的研

究は精神分析の立場から人が自殺に至る要因を調べている。たとえば斎藤ほか

（1998）は，個人が孤立しがちな地域において自殺率が高くなる傾向を見出して

いるし，さらに，高橋（1998）らは，そうした個人の孤立という社会的適応の問

題がとくに高齢者において生じており，自殺リスクが高くなる傾向があること

を示している。他方，岡・山内（2010）は，高齢者自殺希少地域である徳島県旧

海部町（現海部郡海陽町）の調査から，個人のストレスが低く抑えられるような

社会構造があると，社会経済的要素に起因する高齢者自殺の危険因子が小さく

なりうることを見出している。
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第 2 の疫学的研究7では，自殺につながりうる健康状態について，集団を単

位として統計的に把握し，予防・対策につなげることが目的とされている（本橋

2010）。日本のデータを用いた例としては，藤野ほか（2003）などコーホート・デ

ータを用いた研究や人口動態統計・警察統計などを用いた研究，さらには特定

の地域における自殺者の特性に焦点を当てた研究などがある（高橋・佐藤 1999；

本橋 2010）。また，予防・対策に重心を置き，地域において健康を軸とした総合

的な自殺対策を実施することで，自殺率が減少するという「介入疫学」の研究

成果もすでにいくつか報告されている（本橋 2010）。

第 3の医学的研究では，とくに精神疾患との関連で生物学的側面・脳科学的

側面から自殺を分析した研究が多く見られる（石井 2003）。医学的には，自殺者

はうつ病患者と同様に脳内の神経伝達物質であるセロトニンが低下しているこ

とが観察されるため，自殺はうつ病と関連があると推論されることが多い（本

橋・渡辺 2005;Wassterman, et al. 2009）。さらに，日本の警察統計データからも，

自殺の要因がとくにうつ病を代表とする健康問題であると考えられることから，

そうした議論が幅広く見られる。ただし，日本のケースでは，そうした推論を

必ずしも支持しない統計分析結果もある（前田ほか 2002；西口ほか 1997）。

以上のように，さまざまなアプローチに基づいて，主に健康の側面から自殺

を研究し，有効な対策を立てようとしてきた優れた研究がすでに蓄積されてい

る。これらの研究からも浮かび上がってきたのは，自殺リスクにつながるうつ

病など精神的な健康の背後には，個人が社会のなかで置かれている関係性や，

事業・雇用の問題など経済的困窮が存在する可能性が高いということである。

これらをふまえ本書では，自殺や精神疾患の多くが個人の特質のみに由来す

るのではなく社会経済的要因にも由来する問題である可能性を検証し，そうし

た観点から適切な社会経済政策や予防策を講ずることの重要性を，経済学・政

治学のアプローチから議論する。とくに，社会経済的な観点から自殺の決定要

6 序章 政策課題としての自殺対策

7 健康を増進し，疾病を予防するための地域や社会の組織的な活動を実践・評価・研究す

る学問として，公衆衛生学がある。疫学とは，この公衆衛生学の 1つの主要なツールを提

供するものであり，特定の集団における健康状態とその決定要因を主に統計的な手法によ

って把握し，健康の問題を予防・制御しようとする学問分野である。



因を明らかにするため，経済危機や自然災害などの人災・天災が自殺率にどの

ような影響を与えるかについて，日本や諸外国のデータを用いつつ実証的な議

論を展開する。そのうえで，人災・天災が人々に与える経済的・精神的負担の

影響を和らげる方法として，経済・福祉政策が果たす役割を明らかにし，これ

ら既存の政策枠組みも活用していくことにより，政府が経済的困窮の影響を緩

和し自殺を予防していくことが可能であることを示す。最後に，日本における

これまでの自殺対策を概観したうえで，それらの対策が自殺防止の成果を挙げ

てきたかどうかについてをケース・スタディや統計分析など，さまざまな角度

から検証を加える。

本書には主として 3つの目的がある。第 1に，学術的に有意義な成果を示す

ことはもちろん，実際の政策提言につながる研究成果を提示することも目指し

ている。2012 年の自殺件数は 15 年ぶりに 3万人を下回ったが，これは 2006 年

以降の政府や自治体による自殺予防策が実を結んだ可能性が高い。しかし，今

後も対策を実施していくうえで，国全体や個別の取組については改善の余地が

あるかもしれない。そのために，自殺対策の効果を具体的に研究し，国レベル

や自治体レベルでの今後の自殺対策に役立つような研究成果を示すことが本書

の最終目的の 1つである。また，この研究成果は日本だけでなく世界の国々の

自殺対策に役立てることも可能であろう。

第 2の目的は，エビデンスの重要性を強調することにある。これまで日本で

は，諸外国と比べても自殺問題についてエビデンスに基づいた政策評価が決定

的に欠けてきた。政策介入を求める以上，どれだけの成果が得られるかを理解

することは不可欠であることから，本書では，できる限り緻密な実証分析の結

果を提示し，エビデンスに基づく政策提言を目指す。

第 3に，本書は，自殺問題そのものについての貴重な学際的研究を目指して

いる。自殺対策のためには自殺につながる要因を詳細に理解することが必須で

あるが，これまでは医学的および文化的要因が強調される傾向があり，自殺研

究は限られた分野の研究者のみが取り組んできた。そのため，自殺の背後にあ

るより根本的な社会経済的要因には十分に目が向けられてこなかった。本書で

は，社会経済的要因がどのように自殺リスクに影響するかを明示して分析する

ことにより，これまでの研究とは異なる角度から自殺の原因とその防止につい

2 本書の目的 7



てわれわれの理解を深化させ，よりバランスのとれた学際的視点から有効な自

殺対策を明らかにしていく。

経済学とは，広い意味での人々の合理的な行動を定式化し，それに基づいて

財やサービスのみならずさまざまな資源が市場メカニズムを通じて配分される

仕組みを論ずるものである。とくに近年の経済学は，市場メカニズムが万能で

はないという「市場の失敗」に注目してその要因を実証的に明らかにし，より

望ましい社会を築くために政府がいかに介入すべきかという規範的な議論を展

開している。

他方，政治学は，代表民主制における世論や選挙の役割や政府の政策決定過

程などを実証的・規範的に論ずる学問分野である。また，さまざまな分野にお

ける政府の政策介入の有無やその方法が，人々の経済活動や生活にどのような

影響を及ぼすかについても分析の対象とする。

経済学と政治学は，そもそもの研究の目的が異なるものの，政府のさまざま

な施策が有効であったかどうかを厳密に検証し，エビデンスを蓄積するという

点ではアプローチが大きく重なっている。また，個人のインセンティブや市場

メカニズムに重心をおく経済学と，政府の政策決定そのものに重心をおく政治

学とは相互に補完的な分析が可能である。この点が，まさに本書において経済

学者と政治学者がエビデンスの蓄積という協同作業を行う最大の理由である。

3 本書の構成と要約

本書は大きく分けて 2つの内容から構成される。第 1章〜第 3章では，自殺

問題に対しなぜ政策の介入が必要なのかをさまざまな角度から論じる。第 1章

では，主に経済学的視点から政策介入の根拠を示す。とくに自殺がもたらす負

の外部性，社会的費用の問題，インセンティブの歪み，そして市場の不完全性

という問題に注目し，データを交えながら自殺は社会全体で取り組むべき問題

であることを示す。

第 2章および第 3章では，自殺の発生が社会経済的な問題に起因することを

示し，さらに自殺が個人の問題にとどまらず社会全体の問題であり，政策介入
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を必要とすることを提起する。既述の通り，これまで日本では，自殺はうつ病

などの精神疾患や健康問題を原因とする各個人の要因に起因する問題だとみな

される傾向にあった。しかし，多くの個人が抱えるうつ病の背後には，うつ病

を生み出す社会経済環境があると考えられる。たとえば不景気によって職を失

ったため生活苦に陥り，その結果うつ病を発生し自殺に至ってしまうというケ

ースがある。この場合，不景気が引き起こす経済ショックの影響を何らかの政

策介入によって和らげることができれば，うつ病の発生を未然に防ぎ結果的に

多くの自殺を防止できるかもしれない。

そこで，社会経済環境と自殺の関係を検証するために，第 2章では人的災害

としての経済危機，そして第 3章では自然災害が生み出す影響に焦点を当てる。

日本のデータを統計的に分析した結果より，経済危機や大規模な自然災害の発

生後に自殺率が上昇する傾向があることを示す。とくに第 2章では，1997〜98

年の金融危機時に自殺率が急増したこと，その時期にはとくに中高年男性の経

済問題を理由とする自殺が多かったこと，そして無職者の自殺率は他の職業グ

ループを大きく上回っていたことを示す。第 3章では，2011 年 3 月 11 日に発

生した東日本大震災を受けて，とくに被災地での自殺対策が喫緊の政策課題と

なっていることをふまえ，自然災害が自殺に与える影響についての既存研究を

概観したうえで，日本の県別データを用いた分析結果を紹介する。筆者らの分

析によると，大規模な自然災害の発生から 1〜3 年後に被災地域で男性 65歳未

満人口の自殺率が上昇するという傾向が発見された。第 2章と第 3章の結果は

社会経済的問題が自殺に与える影響が大きいことを示しており，経済危機や自

然災害被害による経済的・精神的ショックが自殺に結びつく可能性を低減すべ

く，政府が施策を講じる根拠となりうる。

これらの結果を受け，第 4章〜第 6章では自殺者数を少しでも減らすための

政策を，国際比較データや日本のデータを用いて検討する。第 4章では，政府

が実施する政策全般の総合指標として政権与党の党派性・イデオロギーの指標

を用い，政策が人々の生活満足度や自殺率に与える影響を検証する。ヨーロッ

パ諸国を中心とした国際比較データを用いた分析によると，福祉政策や所得再

分配政策を通じて経済的地位の低い有権者の経済状況を改善しようとする左派

政権やキリスト教民主政権下では人々の生活満足度は高まり，また自殺率も減

3 本書の構成と要約 9



少する傾向があることを示す。さらに第 5章では，日本の都道府県データを用

いて，公共事業の拡充や福祉政策の充実は自殺率の低下と結びつくことを示す。

第 4章と第 5章の分析結果は，生活の困窮を和らげるような政策が拡充された

場合，自殺率が低下する傾向がみられることを示している。

第 6章では，日本の政府や自治体におけるこれまでの自殺対策の内容を概観

し，さらに政府の地域自殺対策緊急強化基金や自治体による個別の取組の効果

を検証する。2006 年の自殺対策基本法の制定以降，政府は自殺総合対策大綱の

制定や地域自殺対策緊急強化基金の創設によって自殺対策に積極的に取り組ん

できた。また，政府の方針や財政支援を受けて自治体がさまざまな個別の取組

を行ってきた。そこで，第 6章ではこれまでに行われた自殺対策が自殺件数や

自殺率の抑制に一定の効果を与えたことを統計分析から示す。

終章は，第 1章〜第 3章と第 4章〜第 6章の内容をまとめ，得られた知見を

もとに日本におけるこれまでの自殺対策の評価および今後の対策への提言を行

う。とくに，2012 年に日本全体の自殺件数が 15 年ぶりに 3万人を切ったこと

をふまえ，2007 年以降の政府や自治体による取組の政策効果を検討する。さら

に本書における実証分析の結果や諸外国の自殺対策事例を参考にして，今後の

対策には政府の積極的な介入が引き続き必要であること，精神疾患への対策だ

けでなく精神疾患の原因となりうる経済危機などの人的災害および自然災害が

人々に及ぼす悪影響を軽減するような対策が必要であること，そしてより効果

的な自殺対策のためにエビデンスに基づいた政策が不可欠であることを論じる。

最後に，今後にあるべき自殺対策研究の方向性について議論する。

なお，第 1章〜第 6章ではさまざまな統計分析を行っている。これら各章の

本論では技術的な説明をできるだけ避け，分析結果の意味や得られた含意をで

きるだけ丁寧に記述した。統計分析の技術的な内容やデータについては各章末

の補論をあわせて参照されたい。

補論 日本の自殺統計について

自殺に関する統計としては，警察庁の「自殺統計原票」に基づく自殺者数と，
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厚生労働省の「人口動態調査」による自殺死亡者数がある。警察庁の自殺統計

原票には自殺者の発見地，生前の住居地（2009 年以降），自殺および発見の日時，

性別，年齢，同居人の有無，自殺の場所と手段，職業，原因・動機，自殺未遂

歴の有無が記載されている。このうち，原因・動機については判断資料がある

ものに限り記載され，該当するものを 3つまで記入者が選択することとなって

いる8。

警察庁の自殺統計原票に基づく自殺統計の場合，毎月の自殺者数の速報値を

警察庁が翌月に速報値（都道府県別）として発表しているのに加えて，2010 年以

降は警察庁から提供を受けたデータを内閣府がさらに詳細に集計したものを

「地域における自殺の基礎資料」として，同様に最新月の翌月に発表している。

「地域における自殺の基礎資料」では自殺者の年齢別，同居者の有無別，職業別，

原因・動機別など詳細な条件で集計されたものが男女別・都道府県および市区

町村別に公表されている9。警察庁のデータは基本的に自殺者の発見地をもと

に集計されているが，2009 年の自殺統計原票の改訂により自殺者の住居地も記

録されるようになったことを受けて，内閣府による公表では自殺者の住居地に

基づく集計値も公表されるようになった10。なお，2008 年以前の警察庁の自殺

統計原票には発見地の管轄警察署の情報しか記載されておらず，自殺者が発見

された市町村名を知ることは不可能である11。さらに，警察庁の自殺統計原票

には発見日時と自殺日時の両方が記載されていることから，内閣府による公表

では発見日と自殺日の 2通りの集計・公表が行われている。

人口動態調査に基づく自殺死亡者数は，「人口動態調査死亡票」に記載された

死因の分類で自殺に当てはまるものについて抽出したものである12。「死亡票」

には死亡日時，年齢や性別といった基本的な情報に加え，死亡したときの住所，

補論 日本の自殺統計について 11

8 原因・動機の計上方法は 2007 年に変更されており，06 年以前は遺書等で原因・動機が

明確な場合のみ主な原因・動機を 1つだけ選択する形式となっていた。また原因・動機の

分類も変更されたため，変更前後の比較はできない。

9 なお，個人情報の識別を防ぐため，集計エリア内に一定数以下の自殺者しかいない場合，

原因・動機など一部の情報が秘匿されている。また，過去の月別の数値についても 2009 年

までさかのぼって公表されている。

10 警察庁は従来通り発見地をもとにした集計値を公表している。

11 警察署の管轄の境界線は市区町村の境界線とは必ずしも一致しない。



配偶者の有無，国籍などの情報が含まれている。死因分類には手段についての

情報が含まれることから，自殺の手段についても記録されていることになるが，

手段の分類は警察庁によるものとは異なっている。警察庁の自殺統計では職業

の情報は常に含まれているが，人口動態調査では 5年間に 1回のみ，国勢調査

実施年度に「死亡したときの職業・産業」について調査が行われている。職業

の分類も警察庁の分類方法とは異なっている。

同調査に基づく自殺死亡者数の最新の月別データに関しては，「人口動態統

計月報（概数）」によるデータが「政府統計の総合窓口（e-Stat）」サイトおよび内

閣府自殺対策推進室の「自殺の統計」ページにおいて数カ月遅れで公表されて

いる13。前述したように，2008 年以前の警察庁の自殺統計によって自殺死亡者

が居住していた市区町村を知ることは不可能であるが，人口動態統計には死亡

者の生前の住居地の情報が含まれているため，市区町村別の時系列分析をする

ためには人口動態統計が適している。市区町村レベルのデータは「政府統計の

総合窓口（e-Stat）」サイトにおいて，「保管統計表 都道府県編（報告書非掲載

表）」の第 6表（死亡数，性・死因・都道府県・市区町村別）として公表されている14。

警察庁の自殺統計原票に基づく自殺者数と人口動態調査に基づく自殺死亡数

には差異があり，たとえば 2011 年中の自殺者数は警察庁のデータによると，3

万 651 人であるが，人口動態調査に基づく自殺統計は，2万 8896 人となってい

る。この差は，以下の違いによって説明される。まず，人口動態統計は，日本

における日本人を対象としているのに対し，警察庁の自殺統計は，日本の外国

人も含む総人口を対象としている15。また，人口動態統計は，住所地をもとに

死亡時点で計上しているが，警察庁の自殺統計は基本的には発見地をもとに自

12 序章 政策課題としての自殺対策

12 ICD-10（国際疾病分数第 10版）コードの基本分類番号X60-X84（故意の自傷および自

殺）。なお，Y87（故意の自傷の続発・後遺症）は 1958（昭和 33）〜94（平成 6）年には自

殺の合計に含まれていたが，95（平成 7）年以降は含まれていない。

13 都道府県別。「政府統計の総合窓口」においては 21 大都市別についても掲載されてい

る。

14 2013 年 4 月時点では 1999 年以降のデータが CSV形式でダウンロード可能となってい

る。最新の確定値については約 1年遅れで公表されている。

15 人口動態調査の年報（確定数）には「日本における外国人」および「外国における日本

人」についても別掲で集計されている。



殺死体発見時点で計上している16。加えて，人口動態統計は，自殺，他殺ある

いは事故死のいずれか不明のときは自殺以外で処理しており，調査票の作成者

から自殺の旨訂正報告がない場合は，自殺に計上していないが，警察庁の自殺

統計は，捜査等により自殺であると判明した時点で，自殺統計原票を作成し，

計上している。さらに，調査時点も異なっている。人口動態統計は各年 1月 1

日から翌年 1月 14 日までに届け出られたもののうち，1月 1 日から同年 12 月

31 日までの期間に事件が発生したものをその年の死亡者数として扱っている。

したがって，たとえば 2012 年中に自殺した者の死亡票が，発見の遅れなどの何

らかの理由で 2013 年 1 月 14 日までに提出されなかった場合，2012 年の自殺死

亡者数には含まれないことになる。ただし，それ以降に死亡票が提出された場

合，届出があった年の年報（確定数）に「前年以前発生のもの」として別掲で公

表される。警察庁の自殺統計は，前述したように，速報値（暫定値）が自殺発生

月の翌月に発表されるが，それ以降も過去のデータの更新を行っているため，

どの時点においてデータ集計を行ったかによって数値が異なる可能性があるこ

とに注意が必要である。内閣府は最新の年別の数値を翌年の 3 月頃に「確定

値」として発表しているが，便宜上の「確定値」であって，警察庁がこの期限

をもってデータの更新を止めているということではない。
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